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1. はじめに 

本稿の目的は、我が国における代表的日系冷凍食品企業の新規立地および撤退の要

因を実証的に明らかにすることである。 

筆者は「NEG モデルを用いた日系冷凍食品企業の海外立地と優遇措置に関する経

済分析」で、日系冷凍食品企業の東アジアにおける新規立地要因として、伝統的な立

地選択要因である実質賃金や高速道路などのインフラとともに、NEG モデルが重視

する、立地国の需要を表す立地国内市場ポテンシャルと、原材料である農産物の供給

を表す素材サプライヤーアクセスが重要であることを明らかにした。さらに、東アジ

アにおける立地選択の際には、日系冷凍食品企業は、優遇措置による企業税の免税あ

るいは減税措置の有無を考慮に入れており、東アジアへの新規立地を考慮する際には、

対象国における外資に対する優遇措置を重要視していることを、ヒアリング調査とモ

デル分析の両面から明らかにした。この分析では、東洋経済新報社『海外新規立地企

業総覧』2011年版を利用したが、これは 2011年時点で事業を継続している企業のみ

を対象としており、2011 年以前に既に撤退した企業は含まれておらず、撤退および

事業継続の分析を行うことができない。また、日本国内における立地状況は把握する

ことができない。 

そのため、本稿では各社社史および web ページ、各年度電話帳等を用いて立地デ

ータの接続を行い、個票レベルのデータを整備した。サンプル期間は 1993 年から

2010年の 18年間である。なお、本稿で対象とする企業は、日本経済新聞出版社『日

経シェア調査』2014 年版において、日本国内における冷凍食品販売シェアの 75%を

占める上位 5 社のうち、社史を閲覧することができた A 社および C 社である。これ

らのデータを用いて、代表的な日系冷凍食品企業の我が国における新規立地、および

撤退に影響を与える要因を、定量的に明らかにした。 

 

2. A社および C社の概要 

A社は冷凍食品の製造の他に、低温輸送を専門とするロジスティック部門や畜産部

門など、さまざまなグループ会社を持ち、多様な生産活動を行っている。同様に C社

も、バイオサイエンス部門など、冷凍食品製造以外の部門も多い。そこで本稿では、

『冷凍食品の製造』を主目的としている拠点のみを対象とし、他部門については対象

としない。また、冷凍食品の製造拠点から事業所やその他の事業活動への転換なども、

撤退として扱う。図 1は A社の日本国内における生産拠点を図示したものである。対

象とした 1993年から 2010年の 18年間で、7拠点の新規立地と 5拠点の撤退があっ

た。撤退のうちの多くは、事業活動の転換である。その理由としては、例えば千葉県



などの大規模な生産拠点に生産活動を集約し、それ以外の拠点は事業所や冷凍倉庫を

利用したロジスティック部門の拠点への転換が多いと考えられる。また、同様の傾向

が C社にも見られた。 

 

図 1 A社の日本国内の冷凍食品生産拠点 

 

出所： A社社史より筆者作成 
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3. 立地選択モデルと推定結果 

本節ではまず企業が立地選択を行う際に重視する企業の内生的要因について検討

する。企業 iは利潤が最大になるように新規立地を行うと仮定する。 

          (1) 

ここで、  は企業 iの利潤、  は企業 iの経済変数を表す。 はパラメータベクトル、

  jは誤差項である。McFadden(1974)が示したように、誤差項が(2)式のガンベル分布

(1型極値分布) 

 (  )      (    (   )) (2) 

をもち、IID であるならば、企業 i が新規立地する確率Pr (y j  1)は、(3)式のコンデ

ィショナルロジットモデルで推定することができる。 

Pr(y  1)  
    (   )

∑    (   )
 

 

(3) 

y は企業 iの新規立地選択を示す確率変数であり、新規立地があった場合にはy  1

である。 

利用するデータソースは以下の通りである。被説明変数である日系冷凍食品企業 A

社および C 社の新規立地の有無および撤退の有無は、A 社および C 社の社史または

webサイト、及び各年度電話帳より作成した。説明変数である企業の資本金額(capital)、

労働者数(labor)、および出荷額(output)は A 社および C社の社史より作成した。都道

府県別経済活動別県内総生産は内閣府『県民経済計算』を利用した。対象期間はデー

タの入手が出来た 1993年から 2010年の 18年間である。都道府県単位でクロスセク

ション IDを作成し、パネルデータを作成して推定に用いた。 

 表 1は A社および C社の新規立地および撤退についての推定結果である。まず新

規立地について見ると、(1)～(4)式においては、それぞれの変数について、正の符号

条件を満たし、有意水準 10%で統計的に有意となった。労働者数(labor)と出荷額

(output)および資本金額(capital)を共に推定した(5)～(7)式において、出荷額と資本金

額が有意とならなかったのは、労働者数の効果が大きいためと考えられる。 

 一方、撤退について見ると、いずれの推定式においても統計的に有意な結果を得る

ことが出来なかった。そこで、撤退に影響を及ぼすのは内生的要因だけではなく、外

生的要因だと考え、説明変数を経済環境要因に変更して推定した。 

 ここで利用した説明変数は都道府県別経済活動別県内総生産の 1期ラグである。ま

た、公表データから、基準年を統一し、実質化を行った。基準年は 1995年である。

外生的要因を用いた推定結果が表 2である。固定効果(FE)モデルで、産業全体GDP(産

業_GDP)および製造業部門 GDP(製造業_GDP)で負の符号条件を満たし、有意水準

10%で統計的に有意な結果を得た。これより、製造業部門での利潤が下がると、撤退

行動を行うことが考えられる。また、同様の推定を新規立地についても行ったが、有

意な結果は得られなかった。 

  



表 1 推定結果(内生的要因) 

  
出所： 筆者作成 

被
説
明
変
数
：
新
規
立
地
の
有
無

o
u
tp

u
t

*
*
*

*
*

*
*

c
ap

it
al

*
*
*

*
*
*

la
bo

r
*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

定
数
項

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

L
o
g 

lik
e
lih

o
o
d

サ
ン
プ
ル
数

c
h
i2

(2
)

=
1
.7

1
c
h
i2

(2
)

=
0
.9

4
c
h
i2

(2
)

=
0
.4

9
c
h
i2

(2
)

=
2
.2

6
c
h
i2

(2
)

=
0
.1

2
c
h
i2

(2
)

=
1
.1

4
c
h
i2

(2
)

=
0
.3

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.1

9
1
3

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.3

3
2
8

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.4

8
4
3

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.3

2
2
8

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.9

4
3
7

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.5

6
4
7

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.8

6
2
2

(3
.7

6
)

-
5
.5

6
0
5
9
2

(-
1
0
.2

4
)

-
3
2
.5

1
7
7
8
7

8
9
3

(-
7
.2

7
)

-
3
4
.5

8
1
6
9
2

8
9
3

(7
)

-
2
.9

8
E
-
0
6

(-
2
.1

6
)

8
.3

E
-
0
7

(2
.5

7
)

0
.0

2
0
9
5

8
9
3

(6
)

5
.5

E
-
0
7

(1
.5

1
)

0
.0

1
0
6
3

(3
.2

2
)

-
5
.4

5
6
7
2
5

0
.0

2
0
8
4

(2
.6

5
)

-
5
.6

6
7
1
8
3

(-
6
.4

1
)

-
3
4
.6

7
7
1
1
2

-
5
.3

6
2
2
5
9

(-
7
.6

5
)

-
3
7
.7

6
1
1
4
9

8
9
3

(5
)

-
1
.9

4
E
-
0
6

(-
1
.2

)

(-
6
.1

8
)

-
3
5
.4

4
0
2
4

8
9
3

(4
)

1
.6

4
E
-
0
6

(2
.0

3
)

6
.5

E
-
0
7

(1
.7

7
)

8
9
3

(3
)

0
.0

1
3
0
8

(3
.8

5
)

-
5
.5

8
8
8
5
3

9
.6

E
-
0
7

(3
.6

8
)

-
5
.1

5
5
0
9
7

ハ
ウ
ス
マ
ン
検
定

8
9
3

-
3
8
.8

5
4
1
6
3

(1
)

(3
.1

3
)

-
5
.5

3
0
8
9
6

(-
6
.0

4
)

(-
9
.7

3
)

-
4
0
.7

1
8
3
5
5

2
.5

2
E
-
0
6

(2
)

被
説
明
変
数
：
撤
退
の
有
無

o
u
tp

u
t

c
ap

it
al

la
bo

r

定
数
項

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

*
*
*

L
o
g 

lik
e
lih

o
o
d

サ
ン
プ
ル
数

c
h
i2

(2
)

=
0
.4

7
c
h
i2

(2
)

=
0
.7

3
c
h
i2

(2
)

=
0
.2

c
h
i2

(2
)

=
1
.0

9
c
h
i2

(2
)

=
0
.6

6
c
h
i2

(2
)

=
1
.6

9
c
h
i2

(2
)

=
0
.1

5
P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.4

9
4

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.3

9
3
2

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.6

5
7
7

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.5

7
9
2

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.7

1
7
4

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.4

3
0
6

P
ro

b>
c
h
i2

=
0
.9

8
5
8

ハ
ウ
ス
マ
ン
検
定

-
2
9
.4

4
6
2
0
5

8
9
3

8
9
3

8
9
3

8
9
3

8
9
3

8
9
3

8
9
3

-
3
0
.2

0
7
9
2
8

-
2
9
.5

2
1
6
9
4

-
3
0
.2

8
8
1
8
3

-
2
9
.5

0
7
3
3
9

-
3
0
.1

6
9
3
3
9

-
2
9
.5

2
0
4
5
9

-
6
.8

3
3
9
9
5

(-
4
.7

4
)

(-
3
.6

2
)

(-
5
.0

2
)

(-
3
.6

5
)

(-
4
.8

2
)

(-
3
.6

3
)

(-
3
.5

6
)

-
6
.2

7
5
1
0
3

-
6
.8

1
0
8
9
8

-
6
.1

4
2
0
4
1

-
6
.8

0
4
3
8
3

-
6
.2

7
8
3
0
5

-
6
.8

0
5
5
0
9

-
0
.0

2
3
2
8

(-
0
.1

6
)

(0
.2

9
)

(0
.0

5
)

(-
0
.3

1
)

-
0
.0

0
3
0
3

0
.0

1
0
0
0

0
.0

0
0
9
5

-
6
.0

E
-
0
5

(-
0
.4

5
)

(-
0
.4

6
)

(-
0
.4

5
)

(-
0
.4

7
)

-
5
.0

E
-
0
5

-
5
.5

E
-
0
5

-
5
.1

E
-
0
5

1
.3

1
E
-
0
5

(-
0
.3

3
)

(0
.1

9
)

(-
0
.3

9
)

(0
.3

8
)

-
3
.7

1
E
-
0
6

1
.7

4
E
-
0
6

-
6
.4

3
E
-
0
6

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)



表 2 撤退についての推定結果(経済環境要因) 

    
出所： 筆者作成 

 

4. 結論 

 本稿の目的は、我が国における代表的日系冷凍食品企業の新規立地および撤退の

要因を実証的に明らかにすることである。本稿では各社社史および web ページ、各

年度電話帳等を用いて立地データの接続を行い、個票レベルのデータを整備した。A

社および C社を対象とし、新規立地および撤退に影響を与える要因を、定量的に明ら

かにした。 

推定結果から、新規立地については資本金額などの企業の内生的要因が影響し、特

に労働者数の影響が大きいことが明らかになった。撤退(および事業活動の転換)につ

いては外生的な経済環境変数、特に製造業部門の都道府県別県内総生産が影響を与え

ることが明らかになった。 

 しかし、本稿には以下のような問題が存在する。まずサンプルが少ないことが挙げ

られる。本稿ではデータ入手可能性の面から、A社および C社の 2社のみを対象とし

た。国内シェアの大半を占める 2社ではあるが、日系冷凍食品企業全体の動向として

捉えるには課題が残る。また、県内総生産を利用する上では内生性の考慮が必要とな

る。ラグを取ることで影響の緩和を試みたが、更なる熟考が必要である。これらの点

については今後の課題としたい。 
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